賃金等の変動に対する栃木県建設工事請負契約書第26 条第6 項（インフレスライド条項）運用マニュアル（暫定版）に係るQ＆A
平成26 年2 月 総務部　財政課

１　スライド条項の適用、スケジュールについて

Q1-1：スライド額が１％を超えれば、全て対象となるのか。

A1-1：スライド額が基準を超えていても、基準日以降の残工期が２ヶ月以上ある工事が

対象となります。 （マニュアルP２「１．適用対象工事」）参照
Q1-2：設計業務委託等は対象となるのか。
A1-2：今回のスライドは栃木県建設工事請負契約書第26 条第6 項に基づいて行われます。
業務委託の契約書についてはこの条項がありませんので対象となりません。
Q1-3：マニュアルに「基準日は請求日とすることを基本とする」とあるが、具体的には

いつにすればよいのか。
A1-3：基準日までに出来高資料の提出を受ける必要がありますので、請求日は基準日か
ら14 日以内に設定してください。
Q1-4：スライド変更契約は、精算変更契約と同時に行ってもよいか。
A1-4：スライド額の確定と精算変更とを同時に行うことは可能です。
（マニュアルP６「７．変更契約の時期」）参照
Q1-5：スライド額協議開始はいつにすればよいか。
A1-5：受注者と協議のうえ、スライド協議開始日を設定してください。
なお、清算変更より先にスライド額を確定する必要がありますので開始日の設定
時に留意してください。
２ 単価設定について
Q2-1：物価資料等による資材単価はどう対応するのか。
A2-1：基準日における残工事資材の単価は、基準日における物価資料による価格としま
す。 （マニュアルP６「６．物価指数」）参照
Q2-2：特別調査または見積もりによる資材価格はどう対応するのか。
A2-2：特別調査または見積もりが基準日に有効期限内であればそのまま使用します。有
効期限を超過した場合には、当初積算時と基準日の類似資材単価の物価変動率を用いて算定します。ただし、特別調査については再調査を基本とします。
（マニュアルP６「６．物価指数」）参照
※　基準日における見積価格採用単価＝当初積算時の見積価格×（スライド基準日の類似単価/当初積算時の類似単価）
Q2-3：A2-2 について、「当初積算時の類似単価の物価変動率により算定することができ
る。」とあるが、類似単価が無い場合はどうするのか。
A2-3：「受注者の協議資料等に基づき双方で合意した場合はその物価指数を用いること
ができる。」とされております。なお、双方で合意できない場合は再見積により
算定することとなります。 （マニュアルP６「６．物価指数」）参照

Q2-4：単価の世代はいつにするのか。
A2-4：基準日における最新の適用世代単価を使用してください。
Q2-5：市場単価等は毎月改定されないため、現時点でスライド協議があっても新労務単
価が反映されていない。しかし、次の市場単価改正まで待つこととすれば、残存

工期が短くなりスライド額も減少することとなるが、その対応方法はあるか。
A2-5：市場単価は四半期ごとの改定となるため、基準日における市場単価での対応とな

ります。
３ 出来形数量の確認について
Q3-1：出来形数量の確認は、数量総括表に対応して出来高確認を行うこととされている
が、具体的に何に基づいて行うのか。
A3-1：受注者から出来形が確認できる数量総括表の提出を求め、出来形数量を現地で確
認することを基本とします。
なお、提出資料については、数量が確認できれば見え消し修正や手書き原稿など
の数量総括表等、簡略化されたものでも可能とします。
スライド額の確定時にあっては図面の提出を求めることもできます。
Q3-2：出来形数量の確認は、誰が行うのか。
A3-2：総括監督員または主任監督員が行うこととしますが、特定の人に集中する場合に
は監督員以外であれば事務所で決めた人が行うこともできます。
Q3-3：出来形数量等の確認について、「工事出来高内訳書及び実施工程表付き工事履行報告書の提出を求め、これにより数量総括表に対応した出来高を確認できること
とする。」と運用マニュアルに記載があるが、その手法により確認してもいい
か。
A3-3：実施工程表付き工事履行報告書等の根拠資料作成には多大な労力を要とすること
が考えられることから、円滑な執行のため、数量総括表により出来形数量を確認
することを基本とします。
Q3-4：協議様式は何を用いるのか。
A3-4：運用マニュアルにない協議様式については、「工事打ち合せ簿」を用いてくださ
い。
Q3-5：市場単価等で、出来形数量の確認が困難な工種について、「受注者側の当該工種
に対する構成比率により出来形数量を算出しても良い。」と記載があるが、具体
的にどのように算出するのか。
A3-5：受発注者間の協議による構成比（協会資料、受注者実績等）で出来形数量を算出
しても良いこととされています。ただし、残工事数量（増額）が過大とならない
よう留意してください。
